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◎売払物件（立木） 

 所 在 地 

 

樹 種 

 

本 数 

（本） 

立木材積 

（立方メートル） 

予定価格 

（円） 

富山県魚津市 

三ケ（県行） 

県営林 

スギ 1,169本 2,067.867㎥ 4,446,600円 

 備考 予定価格とは、あらかじめ県が定めた最低売払価格をいう。 

   （消費税及び地方消費税に相当する額は含めない。） 

 

◎入札参加資格 

 富山県内において木材（素材（薪炭用材及びきのこ生産原木を除く。）、製材、特殊用材

（集成材等）及び木材チップ）の生産又は販売を業とする者とします。 

 ただし、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項に

規定する一般競争入札に参加することができない者又は同条第２項各号に掲げ

る者は入札に参加できません。 

 

◎入札参加資格の確認 

 入札日の受付時間内に次のいずれかの書類を提出願います。 

①富山県木材組合連合会の発行する木材業者等登録証の写し 

②過去２年以内の富山県内における木材の生産又は販売の実績を証する書

類（木材取引に係る契約書の写し等） 

 

－参考 地方自治法施行令抜粋－ 
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◎売払物件位置図 

 

  

R7売払箇所

凡例
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◎現地下見案内集合場所位置図 

 

 

 

 

 

 

【集合場所】 

魚津市片貝山ノ守キャンプ場 

 （魚津市三ケ字ゴツタ 84-1） 

駐車場 

県道三ケ吉島線 
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◎入札、売買契約、伐採搬出のスケジュール概要 

 

 入札の公告  

８月１日（金）  富山県報により公告 関係団体へ案内 

 現地下見案内  

８月 20 日（水）  集合場所 魚津市片貝山ノ守キャンプ場 

（県道三ケ吉島線沿い）駐車場 

（富山県魚津市三ケ字ゴツタ 84-1） 

                  集合日時  ８月 20 日（水）午後２時 00 分 

         参加される方は８月 19 日（火）迄に下記へ御連絡下さい。 

         連絡先 新川農林振興センター森林整備課 

            TEL 0765-22-9143 

 入札受付  

９月３日（水）  場所 富山県庁本館１階入札室 

         受付時間 午前 10 時 15 分～午前 10 時 55 分 

          ・入札参加資格確認 

          ・入札保証金納付 7 ページ＜入札保証金について＞参照 

 入札  

９月３日（水）  執行時間午前 11 時 00 分 12 ページ＜入札心得書＞参照 

 開札及び落札者決定  

９月３日（水） 入札後速やかに行います。 

 売買契約締結  

９月 10 日（水）迄   契約条項は 15 ページ～＜契約書(案)＞参照 

          搬出期限は立木引渡しから３ヵ年以内で定めます。 

 代金納付  

10 月２日（金）迄 

 立木引渡し 

代金納付後 15 日以内 領収書を提出していただきます。 

 伐採、搬出着手  

立木引渡し後        立木引渡し後の着手となります。 

          伐採搬出計画書を提出していただきます。 

 搬出完了  

搬出期間内          搬出完了届を提出していただきます。 

                    搬出期限内に完了しない場合、遅延損害金が必要です。 

 跡地検査      

完了届提出から 15 日以内  県職員が立ち会います。 

             残存する立木は県の帰属となります。

至 小矢部市街 

至 福光 
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◎入札受付場所案内図 

 

 富山県庁本館１階入札室 

 

入
札
室 
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◎入札日の持参品等 

 ① 入札参加資格確認書類 

    次のうちいずれかを入札前の受付時間内に提出願います。 

    ・富山県木材組合連合会の発行する木材業者等登録証の写し 

    ・過去２年以内の富山県内における木材の生産又は販売の実績を証す

る書類 

     （木材取引に係る契約書の写し等） 

 

 ② 入札書１部 

    所定の様式（13 ページ）を使用して下さい。 

    記名のうえ代表者印を押印して下さい。 

    代表者印でなく、代理人の押印による場合は③の委任状が必要です。 

 

 ③ 委任状 

    代表者印により入札する場合でも代理人が入札に参加する場合は必ず

提出して下さい。 

    所定の様式（14 ページ）を使用して下さい。 

    委任状のコピーを１枚ご用意お願いします。 

 

 ④ 入札保証金 

    入札保証金について（7～8 ページ）を参照して下さい。 

 

 ⑤ 身分証明書（運転免許証等） 

入札前の受付時間内に入札保証金を納付いただく際に、身分証明書の

コピーを取らせていただきます（可能ならば、事前にご準備お願いしま

す。）。これは、落札決定後、落札者以外の方にはその場で入札保証金

を還付することとなるため、納付された方と同一人であることを確認す

るためのものです。 

入札に参加される方の身分証明書をお持ちください。 

  

 ⑥ 印鑑、収入印紙 

同じく、入札保証金を還付する際に、受領証への押印が必要となりま

す。法人である場合は、実際に入札に来られた方の私印で構いません。 

なお、受領証には、印紙税法の規定により 200 円の収入印紙が必要と

なります。県庁内の郵便局でも購入できます。 
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◎入札保証金について 

 

・入札者は入札前の受付時間内に入札保証金を納付して下さい。 

・入札保証金 450,000 円とします。 

・なお、入札書記載金額は、入札心得書第５条に示すとおり、見積もった契約

金額の 110 分の 100 に相当する額としますので、混同のないようご注意下さい。 

 

 （例） 

 

 

 

 見積もった 

 契約希望金額 

      ① 

  入  札  書 

  記 載 金 額 

①×100/110 

 第１回入札 

 

  11,000,000円 

 

 10,000,000円 

 

 第２回入札 

 

 16,500,000円 

 

 15,000,000円 

  

 

・入札保証金は、発行日より１週間以内、持参人払式の銀行振出小切手で納付

して下さい。（別紙「小切手についてのお願い」を参照下さい） 

・落札者の入札保証金は売買契約締結まで還付しません。なお、入札保証金は

契約保証金に充当することができます。 

・落札者以外の入札保証金は、保証金を納付したときに発行する受領証書と引

き替えに速やかに還付します。 
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小 切 手 に つ い て の お 願 い                 

 

 

 

入札保証金を小切手で納付される場合には、この用紙を金融機関の窓口にお示しになり、

次のとおりの小切手を振り出してもらうようにしてください。 

 

 

 

 
 

 

 

※（注意） 

①振出人、支払人とも同一金融機関である。 

②受取人は持参人払いとする。 

③振出日の翌日から起算して７日を経過していない。 

④全国手形電子交換所加盟店のものである。 

⑤一般線引小切手である（特定線引小切手は不可。） 

 

全国手形電子交換所の新設に伴い、小切手の取扱いが金融機関によって異なりま 

す。手数料等も異なりますので、発行する金融機関によくご確認下さい。 

 

       

 

     JC０００００       小   切   手 

※④ 全国  0000 

支払地       ○○市                                         0000 - 000 

※①   ××銀行 □□支店 

 ４５０，０００－ 

              上記の金額をこの小切手と引き換えに 

              ※② 持参人  へお支払いください。 

    ※③ 振出日 令和  年  月  日  ××銀行 □□支店 

振出地 ○○市 ※① 振出人 支店長 ○○○○  印 



 

 

公     告  

 

県 有 財 産 に 係 る 一 般 競 争 入 札 の 実 施  

 県 有 財 産 の 売 却 に つ い て 、 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 を 実 施 す る の で 、 地 方 自 治 法

施 行 令 （ 昭 和 2 2年 政 令 第 1 6号 ） 第 1 6 7条 の ６ 第 １ 項 の 規 定 に よ り 公 告 し ま す 。  

  令 和 ７ 年 ８ 月 １ 日  

                                        富 山 県 知 事  新   田   八   朗  

１  入 札 に 付 す る 物 件  

入 札 物 件 の  

所 在 地  

樹 種  本 数  

（ 本 ）  

立 木 材 積  

（ 立 方 メ ー ト ル ）  

予 定 価 格  

（ 円 ）  

富 山 県 魚 津 市  

三 ケ （ 県 行 ）  

県 営 林  

ス ギ  1, 16 9本  2, 06 7 .8 67㎥  4, 44 6 ,6 00円  

 備 考  予 定 価 格 と は 、 あ ら か じ め 県 が 定 め た 最 低 売 払 価 格 を い う 。  

   （ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 相 当 す る 額 は 含 め な い 。 ）  

２  入 札 口 数  １ 口  

３  入 札 方 法  出 場 入 札  

４  入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格  

富 山 県 内 に お い て 木 材 （ 素 材 （ 薪 炭 用 材 及 び き の こ 生 産 原 木 を 除 く 。 ） 、 製 材 、

特 殊 用 材 （ 集 成 材 等 ） 及 び 木 材 チ ッ プ ） の 生 産 又 は 販 売 を 業 と す る 者 と し ま す 。

た だ し 、 地 方 自 治 法 施 行 令 第 1 6 7条 の ４ 第 １ 項 に 規 定 す る 一 般 競 争 入 札 に 参 加 す る

こ と が で き な い 者 又 は 同 条 第 ２ 項 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め ら れ る 者 で 、

そ の 事 実 が あ っ た 後 ３ 年 を 経 過 し な い 者 及 び そ の 者 を 代 理 人 、 支 配 人 そ の 他 の 使

用 人 若 し く は 入 札 代 理 人 と し て 使 用 す る 者 は 、 入 札 に 参 加 で き ま せ ん 。  

５  入 札 心 得 書 及 び 契 約 条 項 を 示 す 日 時 及 び 場 所  

(1 )  日 時   

令 和 ７ 年 ８ 月 １ 日 （ 金 ） か ら 令 和 ７ 年 ９ 月 ２ 日 （ 火 ） ま で （ 日 曜 日 、 土 曜 日 及

び 祝 日 を 除 く 。 ） の 午 前 ９ 時 か ら 午 後 ５ 時 ま で  

(2 )  場 所  富 山 市 桜 橋 通 り 5 - 1 3  富 山 興 銀 ビ ル ４ 階  



 

 

      富 山 県 農 林 水 産 部 森 林 政 策 課 森 林 整 備 係  

      電 話 番 号  0 7 6 - 4 44 - 33 86（ 直 通 ）  

６  入 札 保 証 金 に 関 す る 事 項  

(1 )  入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 は 、 原 則 と し て 、 銀 行 が 振 り 出 し た 小 切 手 （ 全 国

手 形 電 子 交 換 所 加 盟 店 の も の ） に よ り  4 5 0 ,0 0 0円 を 入 札 保 証 金 と し て 入 札 執 行

日 の 受 付 時 間 内 に 納 め な け れ ば な り ま せ ん 。  

(2 )  落 札 者 が 納 付 し た 入 札 保 証 金 は 、 契 約 を 締 結 し た 後 に 還 付 し ま す 。 落 札 者 以

外 の 者 が 納 付 し た 入 札 保 証 金 は 、 開 札 終 了 後 、 速 や か に 還 付 し ま す 。  

７  入 札 及 び 開 札 の 日 時 及 び 場 所  

(1 )  受 付 時 間  令 和 ７ 年 ９ 月 ３ 日 （ 水 ） 午 前 1 0時 1 5分 か ら 午 前 1 0時 5 5分 ま で  

指 定 の 受 付 時 間 を 厳 守 願 い ま す 。 指 定 の 受 付 時 間 に 出 場 が な か っ た 場 合 は 、

入 札 を 棄 権 し た も の と し て 取 り 扱 い ま す 。  

(2 )  入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格 の 確 認  

受 付 時 間 内 に 富 山 県 木 材 組 合 連 合 会 の 発 行 す る 木 材 業 者 等 登 録 証 の 写 し 又 は

過 去 ２ 年 以 内 の 富 山 県 内 に お け る 木 材 の 生 産 又 は 販 売 の 実 績 を 証 す る 書 類 （ 木

材 取 引 に 係 る 契 約 書 の 写 し 等 ） を 提 出 し て く だ さ い 。  

(3 )  入 札 及 び 開 札 の 日 時  令 和 ７ 年 ９ 月 ３ 日 （ 水 ） 午 前 1 1時  

(4 )  場 所  富 山 市 新 総 曲 輪 １ 番 ７ 号  富 山 県 庁 本 館 １ 階 入 札 室  

８  入 札 の 無 効 に 関 す る 事 項  

富 山 県 会 計 規 則 （ 昭 和 6 2年 富 山 県 規 則 第 1 7号 ） 第 9 4条 及 び 別 に 定 め る 入 札 心 得

書 第 ７ 条 に 該 当 す る 入 札 並 び に こ の 公 告 に 違 反 す る 入 札 は 、 無 効 と し ま す 。  

９  入 札 書 記 載 上 の 留 意 事 項  

( 1 )  入 札 書 は 別 に 定 め る 入 札 心 得 書 の 所 定 の 様 式 を 使 用 し て く だ さ い 。  

( 2 )  落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 し た 金 額 に 当 該 金 額 の  1 0 0分 の 1 0に 相

当 す る 額 を 加 算 し た 金 額 （ 当 該 金 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数

金 額 を 切 り 捨 て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と し ま す の で 、 入 札 者 は 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 の 課 税 事 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者 で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契

約 希 望 金 額 の  1 10分 の  1 0 0に 相 当 す る 金 額 を 入 札 書 に 記 載 願 い ま す 。  

 



 

 

1 0  現 地 下 見 案 内  

(1 )  現 地 下 見 案 内 に 参 加 を 希 望 す る 場 合 は 、 令 和 ７ 年 ８ 月 1 9日 （ 火 ） ま で に ( 2 )に

連 絡 の う え ､ ( 3 )の 集 合 場 所 に 集 合 し て く だ さ い 。  

(2 )  連 絡 先    富 山 県 新 川 農 林 振 興 セ ン タ ー 森 林 整 備 課  

電 話 番 号  0 7 6 5 - 2 2 - 91 43  

(3 )  集 合 場 所  片 貝 山 ノ 守 キ ャ ン プ 場 駐 車 場  

（ 魚 津 市 三 ケ 字 ゴ ツ タ 8 4 - 1）  

(4 )  集 合 日 時  令 和 ７ 年 ８ 月 2 0日 （ 水 ） 午 後 ２ 時 0 0分  

1 1  契 約 の 締 結 及 び 代 金 納 付  

(1 )  契 約 締 結 日 は 落 札 決 定 の 通 知 を し た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ５ 日 以 内 、 立 木 代

金 の 納 付 期 限 は 落 札 決 定 の 通 知 を し た 日 か ら 起 算 し て 3 0日 以 内 と し 、 立 木 の 伐

採 搬 出 は 代 金 完 納 後 で な け れ ば 着 手 で き な い も の と し ま す 。  

(2 )  契 約 保 証 金 は  4 5 0, 0 00円 と し 、 契 約 締 結 と 同 時 に 納 付 す る こ と と し ま す 。  

1 2  そ の 他  

(1 )  現 地 下 見 案 内 に 不 参 加 の 者 が 入 札 に 参 加 さ れ た 場 合 で も 、 現 地 下 見 案 内 に お

け る 各 種 事 項 に つ い て 、 す べ て 了 知 さ れ て い る も の と み な し ま す 。  

(2 )  入 札 の 執 行 に 当 た っ て は 、 こ の 公 告 の ほ か 、 地 方 自 治 法 、 地 方 自 治 法 施 行 令

及 び 富 山 県 会 計 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ り ま す 。  

1 3  問 い 合 わ せ 先  

  富 山 市 桜 橋 通 り 5 - 1 3  富 山 興 銀 ビ ル ４ 階  

  富 山 県 農 林 水 産 部 森 林 政 策 課 森 林 整 備 係  

  電 話 番 号  0 7 6 - 44 4 - 3 38 6（ 直 通 ）  
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入 札 心 得 書  
 
第 １ 条  入 札 希 望 者 は 、 こ の 「 入 札 心 得 書 」 を 熟 読 の う え 入 札 し て 下 さ い 。  
 
第 ２ 条  公 告 物 件 の 数 量 が 現 地 物 件 と 符 合 し な い 場 合 で も こ れ を 理 由 と し て 契

約 の 締 結 を 拒 む こ と は で き ま せ ん 。  
 
第 ３ 条  入 札 書 は 、 別 紙 様 式 に 必 要 な 事 項 を 記 載 し 、 記 名 、 代 表 者 印 を 押 印 の

う え 、 係 員 の 指 示 に 従 い 入 札 箱 に 投 函 し て 下 さ い 。  
 
第 ４ 条  入 札 者 が 代 理 人 で あ る 場 合 に は 、 入 札 前 に 必 ず 委 任 状 を 担 当 者 に 提 出

し て 下 さ い 。  
 
第 ５ 条  落 札 決 定 に あ た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 し た 金 額 に 当 該 金 額 の 100 分 の

10 に 相 当 す る 額 を 加 算 し た 金 額（ 当 該 金 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き
は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り 捨 て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と し ま す の で 、
入 札 者 は 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 課 税 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者 で あ る か
を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契 約 希 望 金 額 の 110 分 の 100 に 相 当 す る 金 額 を 入
札 書 に 記 載 願 い ま す 。  

 
第 ６ 条  提 出 し た 入 札 書 は 、 事 由 の 如 何 に 関 わ ら ず 、 引 き 換 え 、 変 更 又 は 取 り

消 し を す る こ と は で き ま せ ん 。  
 
第 ７ 条  次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 入 札 は 、 無 効 と し ま す 。  
  (1) 入 札 に 参 加 す る 資 格 を 有 し な い 者 の 入 札  
  (2) 入 札 の 受 付 時 間 内 に 入 札 保 証 金 を 納 付 し て い な い 者 の 入 札  
  (3)  450,000 円 に 満 た な い 入 札 保 証 金 を 納 付 し た 者 の 入 札  
  (4) 入 札 書 の 記 載 事 項 が 不 明 な 入 札 及 び 入 札 金 額 を 訂 正 し 、 そ の 個 所 に 押

印 の な い 入 札  
  (5) 入 札 書 に 記 名 も し く は 押 印 の な い 入 札  
  (6) 委 任 状 の な い 代 理 人 の 入 札  

(7)  予 定 価 格 を 下 回 る 入 札  
  (8) １ 回 の 入 札 に つ き 、 同 一 人 で ２ 通 以 上 の 入 札 書 を 提 出 し た 入 札  
  (9) 入 札 者 が 他 の 入 札 者 の 代 理 人 を 兼 ね て し た 入 札 又 は ２ 人 以 上 の 入 札 者

の 代 理 を 兼 ね て し た 者 の 入 札  
  (10) 公 正 な 競 争 の 執 行 を 妨 げ た 者 又 は 公 正 な 価 格 を 害 し も し く は 不 正 の

利 益 を 得 る た め に 連 合 し た 者 の 入 札  
  (11) こ の 「 入 札 心 得 書 」 に 規 定 す る 入 札 に 関 す る 条 項 に 違 反 し た 者 の 入 札  
  
第 ８ 条  開 札 は 、 次 の と お り と し ま す 。  
  (1) 入 札 後 直 ち に 入 札 者 の 面 前 で 行 い ま す 。 た だ し 、 入 札 者 又 は そ の 代 理

人 が 開 札 に 立 ち 会 わ な い 場 合 に は 、 県 が 指 定 し た 者 を 立 ち 会 わ せ て 開 札
し ま す 。 こ の 場 合 は 、 落 札 者 の 決 定 に つ い て 異 議 の 申 し 立 て は で き ま せ
ん 。  

  (2) 開 札 に お い て は 、 入 札 者 の 氏 名 （ 法 人 の 場 合 は そ の 名 称 ） 及 び 金 額 を
読 み 上 げ 、 落 札 者 が あ る と き は そ の 者 の 氏 名 （ 法 人 の 場 合 は そ の 名 称 ）
及 び 金 額 を 、 落 札 者 が な い 場 合 に は そ の 旨 を 開 札 に 立 会 っ た 入 札 者 に お
知 ら せ し ま す 。  

 
第 ９ 条  落 札 者 は 、 有 効 札 の う ち 県 の 予 定 価 格 以 上 で 、 最 高 価 格 で 入 札 し た 方

と し ま す 。た だ し 、落 札 者 と な る べ き 同 額 の 入 札 者 が 二 人 以 上 あ る 時 は 、
直 ち に く じ に よ っ て 落 札 者 を 決 定 し ま す 。  
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入 札 書 

 

                          令和  年  月  日 

 

富山県知事 新田 八朗 殿 

 

                                入札者 

                   住 所（所在地） 

                商号又は名称 

                  代表者氏名                          印 

 

           代理人 

                   住    所 

                  氏        名                         印 

 

 下 記 の と お り 入 札 し ま す 。 

 

記 

 

１ 入札物件 

   素材の売払 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県魚津市 

三ケ（県行） 

県営林 

スギ 1,169本 2,067.867㎥ 

 

 

 

２ 入札金額 

   金                         円 

 

（注） １ 代理人が入札する場合、あらかじめ委任状を提出してください。 

   ２ 代理人が入札する場合、入札者の住所、氏名（押印は不要）を記入の上、代理人の住所、       

氏名を記入し、委任状の代理人欄に押印されている印鑑を押印してください。 
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委 任 状 

 

 

代理人  住 所                                 

 

          氏 名                             

  

私は、上記の者をもって代理人と定め、下記物件の一般競争入札に関する一切の権限

を委任します。 

 

                    代理人使用印 

 

 

 

 

  

 

 

記 

 

入札物件 県有財産（立木）の売払 

 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県魚津市 

三ケ（県行） 

県営林 

スギ 1,169本 2,067.867㎥ 

 

 

                                              

 令和  年  月  日 

 

         委任者    住    所 

 

                商号又は名称 

 

                  代表者氏名                     印 

 

 



（案 10） 

県有財産売買契約書 

 

  売払人富山県（以下「甲」という。）と買受人       （以下「乙」と

いう。）との間において、次の条項により売買契約を締結する。 

 

 （売買物件） 

第１条 売買物件は、次の表に掲げる立木とする。 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県魚津市 

三ケ（県行） 

県営林 

スギ 1,169本 2,067.867㎥ 

  （売買代金） 

第２条 売買代金は、金      円とする。  

           (うち､取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額金        円) 

 （契約保証金） 

第３条 乙は、この契約締結と同時に契約保証金として金 450,000 円を甲の指

定する手続により甲に納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金（以下「契約保証金」という。）は、次条第２項に定める

違約金又は第８条第２項に定める損害賠償の予定と解釈しない。また、契約保

証金には、利息を付さないものとする。 

３ 甲は、乙が次条第１項に定める義務を履行したときは、契約保証金を売買代

金に充当するものとする。 

４ 甲は、乙が次条に定める義務を履行しないときは、契約保証金を甲に帰属さ

せるものとする。 

 （売買代金納付期限等） 

第４条 乙は、売買代金のうち契約保証金を除いた金      円を、甲の発

行する納入通知書により、令和７年 10月２日までに甲の指定する金融機関に

支払わなければならない。 

２ 乙が前項に規定する納付期限までに、売買代金を支払わないときは、甲は、

年 14.5パーセントの割合で計算した違約金を徴収することができる。 

 （所有権の移転） 

第５条 売買物件の所有権は、乙が売買代金（乙の代金納付が遅延した場合は、

違約金を含む。）を完納した時に、乙に移転するものとする。 

 （売買物件の引渡し） 

第６条 甲は、売買物件の所有権が移転した日から 15日以内で両者が協議して

定める日に、売買物件の所在する場所において当該物件を乙に引渡し、乙は、

当該物件の領収書を甲に提出するものとする。 

２ 乙は、売買物件の引渡しについては、甲の指示に従わなければならない。 

 



 （売買物件の搬出及び跡地検査） 

第７条 乙は、前条の引渡しを完了した日から３年以内に売買物件を搬出しな

ければならない。 

２ 乙は、売買物件の搬出を完了したときは、遅滞なく搬出完了届を提出するも

のとする。 

３ 甲は、前項の搬出完了届を受理した日から 15日以内に、乙の立会いを求め

て跡地検査を行うものとする。 

４ 乙は、当該跡地に残存させる素材その他産物は、再造林に支障のないよう配

置しなければならない。 

（搬出期限の延長等） 

第８条 乙は、前条第１項の期限内に売買物件の搬出を終わらないと予想され

るときは、当該期限の７日前までに甲に対してその理由を付して、期限の延長

の承認を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の承認を受けたときは遅延損害金として延長日数１日につき売

買代金の 1000分の１の金額を、同項の承認を得ずして売買物件の搬出を終わ

らなかったときは遅滞損害金として延長日数１日につき 1000分の２の金額を

甲に支払わなければならない。ただし、乙の責めに帰することのできない理由

により搬出の期限を延長するときは、この限りでない。 

 （権利義務の譲渡） 

第９条 乙は、この契約によって生ずる権利義務を第三者に譲渡し、又は承継さ

せてはならない。ただし、甲の承認を受けた場合は、この限りでない。 

 （損害賠償） 

第 10条 乙は、売買物件の伐採又は搬出に当たり甲に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

 （危険負担） 

第 11条 乙は、この契約締結の日から売買物件の引渡しの日までにおいて、甲

の責めに帰することのできない理由により売買物件が滅失し、又は損傷した

場合においては、甲に対して売買代金の減免を請求することができないもの

とする。 

 （契約不適合責任） 

第 12条 乙は、この契約締結後、売買物件の箇所、面積、種類、材積、数量又

は当該契約の内容に適合しない場合であっても、売買代金の減免、損害賠償

の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

 （催告による解除） 

第 13条 甲は、前条の規定にかかわらず、乙がこの契約に定める義務（以下こ

の条及び次条において「債務」という。）を履行しない場合は相当の期間を定

めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除す

ることができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこ

の契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 



 （催告によらない解除） 

第 14条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の催告をする

ことなく、直ちにこの契約を解除することができる。 

(1) 債務の全部の履行が不能であるとき。 

(2) 乙がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約

をした目的を達することができないとき。 

(4) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、

乙が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催

告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがない

ことが明らかであるとき。 

(6) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはそ

の役員（乙が支店若しくは事業所である場合にはその代表者を含む。）をい

う。以下この条において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下この条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していると認められるとき。 

(8) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用した等と認めら

れるとき。 

(9) 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜

を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若し

くは関与していると認められるとき。 

(10) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ていると認められるとき。 

(11) 役員等が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に

利用しているとき。 

２ 前条及び前項の契約の解除は、乙に対する損害賠償の請求を妨げないもの

とする。 

 （その他の事項） 

第 15 条 その他の事項については、富山県会計規則（昭和 62 年富山県規則  

第 17号）によるものとする。 

 （協議） 

第 16条 この契約について疑義のある事項又はこの契約に定めのない事項につ

いては、必要に応じて甲乙協議のうえ定めるものとする。 



 

  この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ、

各自その１通を保有するものとする。 

 

   令和７年 月 日 

 

              甲 売払人 富山市新総曲輪１番７号 

                         富山県知事  新 田 八 朗 

 

 

 

             乙 買受人  

                               

 



（案 11） 

県有財産売買契約書 

 

  売払人富山県（以下「甲」という。）と買受人       （以下「乙」と

いう。）との間において、次の条項により売買契約を締結する。 

 

 （売買物件） 

第１条 売買物件は、次の表に掲げる立木とする。 

物件の所在地 樹種 本数 立木材積 

富山県魚津市 

三ケ（県行） 

県営林  

スギ 1,169本 2,067.867㎥ 

  （売買代金） 

第２条 売買代金は、金      円とする。  

          (うち､取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額金        円) 

 （契約保証金） 

第３条 乙は、この契約締結と同時に契約保証金として金 450,000 円を甲の指

定する手続により甲に納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金（以下「契約保証金」という。）は、第 11 条に定める違約

金又は第 16 条第２項に定める損害賠償の予定と解釈しない。また、契約保証

金には、利息を付さないものとする。 

３ 甲は、乙が次条第１項に定める義務を履行したときは、契約保証金を売買代

金に充当するものとする。 

４ 甲は、乙が次条に定める義務を履行しないときは、契約保証金を甲に帰属さ

せるものとする。 

 （売買代金納付期限等） 

第４条 乙は、売買代金のうち契約保証金を除いた金      円を、甲の発

行する納入通知書により、令和７年 10 月２日までに甲の指定する金融機関に

支払わなければならない。 

 （売買代金の延納） 

第５条 甲と乙とは、売買代金からこの契約の締結後即納することとなる金額

を差し引いた金額    円について、年 7.25 パーセントの利息を付し、か

つ、次条及び第７条の規定により担保することを条件として、次のとおり延納

の特約をする。 

区  分 

回 

納付期日 

年月日 

延納代金 

円 

延納利息 

円 

納付金額 

円 

     

     

合  計    



 

２ 乙は、前項の表の納付金額欄に掲げる金額をそれぞれ同表の納付期日欄に

掲げる日までに甲の指定する金融機関に支払わなければならない。 

３  甲は、乙から第１項の表に掲げる延納代金を当該納付期日前に支払う旨の

通知があったときは、納付期日を繰り上げ、当該繰上期間に対応する延納利息

額を控除することができる。ただし、当該繰上期間が１月未満であるときは、

この限りでない。 

 （担保の提供） 

第６条 乙は、前条の延納の特約に係る支払を担保するため、令和７年９月 22

日までに担保を提供しなければならない。 

２ 前項の担保の取扱については、富山県営林産物売払規則（昭和 41 年富山県

規則第 12 号）第７条の定めるところによるものとする。 

３ 第１項の場合において、登記等に要する一切の費用は、乙の負担とする。 

 （増担保等） 

第７条 甲が、前条の規定により担保として提供を受けた財産の価額が減少し

たと認めて、乙に増担保又は代担保の提供を請求したときは、乙は、遅滞なく

甲の認める財産を増担保又は代担保として提供しなければならない。 

２ 乙は、担保物に対して第三者が訴訟を提起した場合は、その旨甲に通知する

とともに、甲の請求があったときは、遅滞なく代担保を提供しなければならな

い。 

 （担保価値の変動通知） 

第８条 乙は、担保物について担保価値に変動を及ぼすと認められる事実上又

は法律上の行為をしようとするときは、あらかじめ、その内容を甲に通知しな

ければならない。 

 （担保の一部解除） 

第９条 甲は、乙が第５条第１項の表に掲げる納付金額を支払った後、担保の一

部の解除を申し出た場合において適当と認めるときは、担保の一部を解除する

ことができる。 

 （延納特約の解除） 

第 10 条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、延納の特約を解除し、

又はその特約を変更することができる。 

(1) 乙について差押え、仮差押若しくは仮処分の申請又は和議開始の申立て

があったとき。 

(2) 乙が租税その他の公課について滞納処分を受けたとき。 

(3) 乙について相続の開始があった場合において、相続人が限定承認をした

とき。 

(4) 乙において担保物件を侵害すべき行為のあったとき。 

(5) 乙が第６条から第８条まで及び第 12 条に定める義務に違反したとき。 

(6) 第５条第１項の表の納付金額欄に掲げる金額をそれぞれ同表の納付期

日欄に定める日までに支払わなかった場合で、甲が必要と認めるとき。 



 

２ 甲が前項の規定により延納の特約を解除したときは、乙は、未納の延納代金

と当該金額に対して解除の日までに付すべき延納利息との合計額を同時に甲

に支払わなければならない。 

３ 第１項第１号から第３号までに該当するときは、乙は、遅滞なく甲にその旨

を報告しなければならない。 

４ 甲は、第１項の規定により延納の特約を解除したときは、乙が第２項の金額

の支払を完了するまで担保の解除をしないものとする。 

 （違約金） 

第 11 条 乙は、第４条の即納金並びに第５条第１項に定める延納代金及び延納

利息を納付期日までに支払わなかったとき、第６条第１項に定める担保の提

供期限までに担保を提供しなかったとき、又は前条第２項の規定により納付

すべき金額を甲の指定する期日までに支払わなかったときは、その期日の翌

日から履行のあった日までの日数に応じ違約金として年 14.5 パーセントの

割合で計算した金額を甲に支払わなければならない。 

 （実地調査等） 

第 12 条 甲は、第５条第１項に定める債権の保全上必要があると認められたと

きは、乙に対し、その業務又は資産の状況に関して質問し、帳簿書類その他

の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めること

ができる。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ、又は報告を怠

ってはならない。 

 （所有権の移転） 

第 13 条 売買物件の所有権は、乙が第４条に定める即納金（即納金の納付が遅

延した場合は、違約金を含む。）を完納し、かつ、第６条第１項に定める担保

の提供（担保の提供を遅延した場合は、違約金を含む。）を完了した時に、乙

に移転するものとする。 

 （売買物件の引渡し） 

第 14 条 甲は、売買物件の所有権が移転した日から 15 日以内で両者が協議し

て定める日に、売買物件の所在する場所において当該物件を乙に引渡し、乙

は、当該物件の領収書を甲に提出するものとする。 

２ 乙は、売買物件の引渡しについては、甲の指示に従わなければならない。 

 （売買物件の搬出及び跡地検査） 

第 15 条 乙は、前条の引渡しを完了した日から３年以内に売買物件を搬出しな

ければならない。 

２ 乙は、売買物件の搬出を完了したときは、遅滞なく搬出完了届を提出するも

のとする。 

３ 甲は、前項の搬出完了届を受理した日から 15 日以内に、乙の立会いを求め

て跡地検査を行うものとする。 

４ 乙は、当該跡地に残存させる素材その他産物は、再造林に支障のないよう配

置しなければならない。 

 



 

 （搬出期限の延長等） 

第 16 条 乙は、前条第１項の期限内に売買物件の搬出を終わらないと予想され

るときは、当該期限の７日前までに甲に対してその理由を付して、期限の延長

の承認を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の承認を受けたときは遅延損害金として延長日数１日につき売

買代金の 1000 分の１の金額を、同項の承認を得ずして売買物件の搬出を終わ

らなかったときは遅滞損害金として延長日数１日につき 1000 分の２の金額を

甲に支払わなければならない。ただし、乙の責めに帰することのできない理由

により搬出の期限を延長するときは、この限りでない。 

（権利義務の譲渡） 

第 17 条 乙は、この契約によって生ずる権利義務を第三者に譲渡し、又は承継

させてはならない。ただし、甲の承認を受けた場合は、この限りでない。  

（損害賠償） 

第 18 条 乙は、売買物件の伐採又は搬出に当たり甲に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

 （危険負担） 

第 19 条 乙は、この契約締結の日から売買物件の引渡しの日までにおいて、甲

の責めに帰することのできない理由により売買物件が滅失し、又は損傷した

場合においては、甲に対して売買代金の減免を請求することができないもの

とする。 

 （契約不適合責任）  

第 20 条 乙は、この契約締結後、売買物件の箇所、面積、種類、材積、数量又

は当該契約の内容に適合しない場合であっても、売買代金の減免、損害賠償

の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

 （催告による解除） 

第 21 条 甲は、前条の規定にかかわらず、乙がこの契約に定める義務（以下こ

の条及び次条において「債務」という。）を履行しない場合は相当の期間を定

めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除す

ることができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの

契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 （催告によらない解除） 

第 22 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の催告をする

ことなく、直ちにこの契約を解除することができる。 

(1) 債務の全部の履行が不能であるとき。 

(2) 乙がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約

をした目的を達することができないとき。 



 

(4) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、

乙が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催

告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがない

ことが明らかであるとき。 

(6) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはそ

の役員（乙が支店若しくは事業所である場合にはその代表者を含む。）をい

う。以下この条において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下この条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していると認められるとき。 

(8) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用した等と認めら

れるとき。 

(9) 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜

を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若し

くは関与していると認められるとき。 

(10) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ていると認められるとき。 

(11) 役員等が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に利

用しているとき。 

２ 前条及び前項の契約の解除は、乙に対する損害賠償の請求を妨げないもの

とする。 

 （返還金及びその利息） 

第 23 条 甲は、この契約を解除したときは、収納済の売買代金及び延納利息を

乙に返還するものとする。 

２ 前項の返還金には、利息を付さないものとする。 

 （収納済の違約金の不返還） 

第 24 条 甲は、この契約を解除したときは、収納済の違約金を乙に返還しない

ものとする。 

 （返還金の相殺） 

第 25 条 甲は、第 23 条の規定により売買代金を返還する場合において、乙が

第 11 条に定める違約金、第 16 条第２項に定める遅延損害金若しくは遅滞損

害金又は第 18 条若しくは第 22 条第２項の規定による損害賠償として甲に支

払うべき金額があるときは、その返還金をそれらの全部又は一部と相殺する

ものとする。 

 



 

 （その他の事項） 

第 26 条 その他の事項については、富山県会計規則（昭和 62 年富山県規則第

17 号）によるものとする。 

 （協議） 

第 27 条 この契約について疑義のある事項又はこの契約に定めのない事項につ

いては、必要に応じて甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

  この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ、

各自その１通を保有するものとする。 

 

 令和  年  月  日 

 

 

              甲 売払人 富山市新総曲輪１番７号 

                         富山県知事  新 田 八 朗 

 

 

 

             乙 買受人 住所 

                氏名 

 


